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今回の内容 

 

「社会保障審議会介護保険部会「介護分野の文書に係

る負担軽減に関する専門委員会」中間取りまとめを踏

まえた対応について」の送付について 

計３７枚（本紙を除く） 

連絡先  TEL : 03-5253-1111（内線 2265・3915）
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老発０３０６第８号 

令 和 ２ 年 ３ 月 ６ 日 

 
都道府県知事 

各 指定都市市長 殿 

中核市市長 

 
厚 生 労 働 省 老 健 局 長 
（ 公 印 省 略 ） 

 
 

社会保障審議会介護保険部会「介護分野の文書に係る負担軽減に関する専門委員会」 

中間取りまとめを踏まえた対応について 

 

 

介護保険制度の運営につきましては、平素より種々御尽力をいただき、厚く御礼申し上げます。 

昨年８月、社会保障審議会介護保険部会の下に「介護分野の文書に係る負担軽減に関する専門委

員会」（以下「専門委員会」という。）が設置され、自治体関係者の参画も得て、計５回にわたる議論

の後、昨年 12 月４日に中間取りまとめが行われました。（別添１参照） 

同中間取りまとめの基本的考え方及び介護サービス事業者の指定権者である都道府県及び市町村

（特別区を含む。）において具体的に対応いただきたい取組については下記のとおりですので、貴職

におかれましては、本通知を踏まえた適切な対応を図られるとともに、管内市町村（特別区を含む。）、

関係団体等に対し周知をお願いいたします。 

なお、この通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規定に基づく技

術的な助言として発出するものです。 

 

 

記 

 

 

第一 基本的考え方 

 

１ 取組にあたっての視点 

専門委員会においては、介護分野において、国、指定権者・保険者及び介護サービス事業者の

間でやり取りされている文書に関し、主に指定申請・報酬請求・指導監査に関する文書の負担軽

減策について検討が行われ、各分野の横断的な観点として、以下の３つの観点を念頭に、取組を

進めることが示された。 

・ 個々の申請様式・添付書類や手続に関する簡素化 

・ 自治体毎のローカルルールの解消による標準化 

・ 共通してさらなる効率化に繋がる可能性のあるＩＣＴ等の活用 
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２ スケジュール 

具体的な各取組の国における対応のスケジュールについて、以下の３つの区分に即して設定さ

れた。（取組の一覧表は別添１ 17 ページ参照） 

（１）令和元年度内目途の取組 

・ルールの明確化や周知徹底を通じた簡素化・標準化 

・特に現場からの要望が強かった様式例の整備 

（２）１～２年以内の取組 

・ルールの見直しによる簡素化 

・様式例等の整備による標準化 

（３）３年以内の取組 

・ＩＣＴ等の活用による負担軽減 

 

第二 中間取りまとめにおいて「令和元年度内目途の取組」とされた項目 

（各指定権者における具体的な対応については、別添２を併せて参照） 

 

１ 押印及び原本証明の見直しによる簡素化 

（１）法律に基づき、申請者が介護報酬等の支払いを受けることを認めるにあたり前提となる事

項に関する申請について、押印を求める。具体的には、原則として以下の文書のみを対象

とし、正本１部に限る。 

・ 指定（更新）申請書 

・ 誓約書（申請者が法に定める全ての欠格要件に該当しないことを誓約する文書） 

・ 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書 

（２）付表や添付書類への押印は原則不要とする。 

（３）押印した文書をＰＤＦ化し、電子メール等により送付することも可とする。 

（４）添付書類への原本証明は原則求めない。 

 

２ 提出方法（持参・郵送等）の見直しによる簡素化 

（１）新規指定申請については、事前説明や面談の機会等を含めて一度は対面の機会を設けるこ

とを基本としつつ、すでに複数事業所を運営している事業者の場合については更なる対面

を必須としない等、場合分けを行った上で対応する。 

（２）更新申請については、原則、郵送・電子メール等による提出とする。 

（３）変更届については、原則、郵送・電子メール等による提出とする。 

（４）ただし、いずれの場合も、持参を希望する事業者については、持参できることとする。 

 

３ 「従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表」様式例の簡素化 

様式例の簡素化の方向性につき、別途令和元年度内に示す予定。 

 

４ 人員配置に関する添付資料の簡素化 

（１）添付資料は人員配置基準に該当する資格に関する資格証の写しのみとする。 

（２）自治体において代替の確認方法がある場合には、資格証の写しの提出も求めないこととす

る。 
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５ 施設・設備・備品等の写真の簡素化 

写真の提出を求める場合は、自治体が指定にあたって現地を訪問できない場合に限って提出を

求めることとする。 

 

６ 介護職員処遇改善加算／特定処遇改善加算の申請様式の簡素化 

一本化した様式例につき、「介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算に関する

基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和２年３月５日付老発０３０

５第６号老健局長通知）を参照されたい。 

 

７ 介護医療院への移行にかかる文書の簡素化 

介護保険法施行規則の改正を予定しており、別途通知予定（中間取りまとめにおいては１～２

年以内の取組とされている項目だが、前倒しで検討中。）。 

 

８ 実地指導に際し提出する文書の簡素化及び ICT 等の活用 

（１）事業所に対し資料（文書等）の提出を求める際、重複した資料の提出を求めない。 

（２）既提出文書につき、再提出を不要とする。 

（３）ICT で書類を管理している事業所においては、PC 画面上で書類を確認する。 

 

９ 指定申請関連文書の標準化 

（１）指定申請に関する提出項目の一部を不要とする省令改正（「介護保険法施行規則等の一部

を改正する省令」（平成 30 年厚生労働省令第 80号、平成 30 年 10 月 1日施行））を踏まえ

た対応につき、未了である場合は速やかに対応を行う。 

（２）同省令改正を踏まえた指定申請に関する様式例の改訂（平成 30 年 9 月 28 日付事務連絡）

を踏まえた対応につき、未了である場合は対応を行う。 

（３）老人福祉法上の提出項目について、老人福祉法施行規則の改正を予定しており、別途通知

予定。 

 

10 実地指導の「標準化・効率化指針」を踏まえた標準化 

令和元年 5 月 29 日に発出された「介護保険施設等に対する実地指導の標準化・効率化等の運

用指針」（老指発 0529 第 1 号、厚生労働省老健局総務課介護保険指導室長通知。）に即した実地

指導を行う。 

 

11 申請様式のホームページにおけるダウンロード 

（１）指定申請（新規・変更・更新）については、原則、以下の厚生労働省ホームページに掲載

している様式例及び参考様式を活用し、 Excel 等の編集可能なファイル形式にて、外部か

ら分かりやすい形でホームページに申請様式を掲載する。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/

other/index.html 

（11．指定居宅サービス事業所、介護保険施設、指定介護予防サービス事業所、 指定地

域密着型サービス事業所、指定地域密着型介護予防サービス事業所 及び指定居宅介護支

援事業所の指定に関する様式例について） 
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（２）国の様式例と異なる様式を用いている場合にはその旨を記載する。 

 

第三 今後の取組 

  中間取りまとめにおいて、１～２年以内及び３年以内の取組とされている項目については、令

和２年度中に、専門委員会の検討状況を踏まえ、対応の方針を示す予定。 

 
以上 



社会保障審議会介護保険部会 

介護分野の文書に係る負担軽減に関する専門委員会 

中間取りまとめ 

 

令和元年 12 月４日 

 

１．検討の背景・経緯 

○ 少子高齢化が進展し、介護分野の人的制約が強まる中、専門人材が利用者のケアに

集中し、ケアの質を確保するために、介護現場の業務効率化は急務であり、その一

つとして文書に係る負担軽減が求められている。同時に、自治体においても、限ら

れた人員の中で指定権者や保険者としての役割を適切に果たすためには、職員の負

担軽減が重要である。 

○ こうした状況を踏まえ、介護分野の文書に係る負担軽減の実現に向け、国、指定権

者・保険者及び介護サービス事業者が協働して、必要な検討を行うことを目的とし

て、社会保障審議会介護保険部会に本専門委員会を設置し、本年８月に議論を開始

した。 

○ 本専門委員会では、主に以下の検討事項について、事業者団体からのヒアリングを

含めて計５回にわたり議論を行った。 

  介護分野において、国、指定権者・保険者及び介護サービス事業者の間でやり

取りされている文書に関する負担軽減を主な検討対象とする。 

（１）これまでに取組が進められている以下の分野について、必要に応じ更なる共

通化・簡素化の方策を検討する。（様式例の見直し、添付文書の標準例作成） 

  ① 指定申請関連文書（人員・設備基準に該当することを確認する文書等） 

  ② 報酬請求関連文書（加算取得の要件に該当することを確認する文書等） 

  ③ 指導監査関連文書（指導監査にあたり提出を求められる文書等） 

（２）（１）に掲げる分野以外を含めて、地域によって取扱に顕著な差異があり、事

業者及び指定権者・保険者の業務負担への影響が一定程度見込まれる分野につ

いて、共通化・簡素化の方策を検討する。（例：自治体によって解釈が分かれる

ことが多い案件の整理） 

（注）介護報酬の要件等に関連する事項については、介護給付費分科会にて検討。 

○ 今般、一定の方向性が得られた点について早期に実現に向けて取組を推進する観点

から、これまでの検討内容について整理し取りまとめを行った。 

 

２．介護分野の文書に係る負担の現状・課題 

○ 本専門委員会での検討を通じ、介護保険制度の創設から約 20 年が経過する中での

制度改正等を経て、指定申請、報酬請求及び指導監査に関する制度及び手続が徐々

に複雑化してきたことを背景に、事業所と自治体の双方で文書負担が増しているこ

とが指摘された。具体的には、介護予防サービス、地域密着型サービス及び介護予

− 1 -

KEUBG
aa



 
 

防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）の創設に伴い、サービス類

型が増加し、従来は一件の申請であったサービス事業所が複数の申請及び提出先に

分かれたことや、介護職員処遇改善加算のような新たな加算が創設されたことなど

が挙げられた。 

○ また、事業者からは、自治体による様式や解釈の差異などの、いわゆるローカルル

ールへの対応に負担感があるとの意見が多く示された。これに対し、自治体側から

は、解釈の余地がある部分についてどこまで文書を求めるべきか苦慮してきた経緯

や、事業者の利便性のために国の様式例を改変して使用している場合も多く、また、

過去の不正やトラブルの事例を踏まえて厳格化してきた経緯がある等の現状が示さ

れた。 

○ さらに、ウェブ入力や電子申請等のＩＣＴの活用について、抜本的な活用策の検討

が必要であるとの意見が示された。ＩＣＴ化については、重複項目や二度手間を無

くしていく簡素化の観点や、文書の保管にかかる負担軽減に資するペーパーレス化

の観点から、積極的に推進すべきとの意見が多く見られた一方で、小規模事業者を

中心にＩＣＴへの対応が困難な事業所がある点に留意すべきとの意見も示された。

また、既存システムの活用可能性についての意見も示された。 

 

３．介護分野の文書に係る負担軽減策の方向性 

（１）検討にあたっての視点 

  ○ 本専門委員会において、指定申請、報酬請求及び指導監査等の分野別に意見聴取

を行ったが、集約の結果、分野横断的に共通する項目が多いことが分かった。これ

を踏まえ、以下の 3 つの観点を念頭に置きつつ、分野横断的に負担軽減策の検討

や取組を進めていくこととした。 

① 個々の申請様式・添付書類や手続に関する簡素化 

② 自治体毎のローカルルールの解消による標準化 

③ 共通してさらなる効率化に繋がる可能性のあるＩＣＴ等の活用 

  ○ また、負担軽減策については、全ての取組を並列ではなく、短期的に取り組むべ

き項目と、その進捗を踏まえつつ取り組むべき項目があることに留意が必要であ

る。ただし、特にＩＣＴ等の活用に関しては、簡素化や標準化がその前提である一

方で、ＩＣＴ化を通じて簡素化・標準化が促進される側面もあることを念頭に、ス

ピード感を持って具体化を進めることが有効である。 

  ○ さらに、例えば小規模事業者への支援など、簡素化・標準化・ＩＣＴ等の活用の

取組を現場に徹底していくための方策も併せて検討を行うことが必要である。 
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（２）簡素化 

（２－１）令和元年度内目途の取組 

① 提出時のルールによる手間の簡素化：押印 ＜指定申請・報酬請求＞ 

【現状】 

○ 本専門委員会において、 

・ 押印を求められることにより紙面でのやり取りにならざるを得ない場合

がある 

・ 実印の押印でなくても良い書類は別の形での本人確認を検討すべき 

等の意見が示された。 

○ 指定申請及び報酬請求に関する文書のうち、法令で押印を求めているものは

ないが、複数の自治体の様式を確認したところ、 

・ 国が示す様式例で「印」と記載のある箇所についての押印を求めている自

治体が多いほか、 

・ 一部の自治体では、申請書の付表・添付書類への押印を求めていることが

確認された。 

○ また、複数の自治体に対しヒアリングを行ったところ、申請の単位毎（申請書

の 1 枚目）の押印は、原本性を確保するとともに、法人の意思として申請され

たものであることを担保する役割があるため、これを省略すると別の方法に

よる本人確認手続（例：代表者が写真付身分証を持参）が必要となり、今より

も事務が煩雑になる可能性があるとの懸念が示された。 

 

【対応の方向性】 

○ 指定申請及び報酬請求に関する文書の押印の考え方につき、以下のとおり広

く周知を図る。 

(ア) 法律に基づき、申請者が介護報酬等の支払いを受けることを認めるにあ

たり前提となる事項に関する申請について、押印を求める。具体的には、

原則として以下の文書のみを対象とし、正本１部に限る。 

 指定（更新）申請書 

 誓約書（申請者が法に定める全ての欠格要件に該当しないことを誓約

する文書） 

 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書 

(イ) 付表や添付書類への押印は原則不要とする。 

(ウ) 押印した文書をＰＤＦ化し、電子メール等により送付することも可とす

る。 

○ なお、オンラインでの電子署名その他の本人確認手続の可能性については、今

後のＩＣＴ等の活用と併せて検討する必要がある。 

○ また、上記、指定申請及び報酬請求に関し事業所が自治体に提出する文書以外

に、事業所内で作成・保管が求められる文書等への押印の要否についても、必
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要に応じ見直しを行う必要がある。 

 

② 提出時のルールによる手間の簡素化：原本証明 ＜指定申請・報酬請求＞ 

【現状】 

○ 本専門委員会において、管理者や従業者の資格証等の写しの原本証明を求め

られる場合があるが、その必要性は低いのではないか、との意見が示された。 

○ 平成 30 年度に行った自治体へのアンケート結果によると、回答自治体のうち

75.7％は、報酬請求に関する文書のうち、原本証明を求めているものはないと

の回答であった。 

 

【対応の方向性】 

○ 多くの自治体では原本証明を求めていない実態を踏まえると、原本証明がな

くとも事務に支障はないと考えられることから、原則として添付書類への原

本証明は求めないこととし、その旨周知する。 

 

③ 提出時のルールによる手間の簡素化：提出方法（持参・郵送等） ＜指定申請・

報酬請求＞ 

【現状】 

○ 本専門委員会において、文書の提出方法について、事業者からは、管理者本人

が自治体の窓口へ持参することを求められることが負担であるとの意見があ

った。一方で、自治体からは、過去の不正やトラブルを背景に、申請の入り口

段階で対面にて指導を行うことによるメリットもあるという意見が聞かれた。 

○ 文書の提出方法について、47 都道府県にアンケートを行ったところ、事業者

が方法を選択可能と回答した割合は、新規の指定申請で 55.3％、変更届で

66.0％、更新申請で 59.6％であった。選択できる提出方法は、窓口への来訪

又は郵送のいずれかとする自治体が多く、押印不要の文書は電子メールでの

提出を認めている自治体もあった。なお、複数の自治体にヒアリングしたとこ

ろによれば、新規の指定申請の場合、多くの事業者は、申請前に窓口に来訪し、

対面での相談が行われているという実態も認められた。 

○ また、窓口への来訪を求めている自治体の理由（考え方）については、「修正

等に関するやり取りがスムーズであるため」という回答が最も多く、「対面で

の指導の場と位置づけているため」、「事業者側からの希望が多いため」、「収入

証紙の取り扱いがあるため」などの回答が見られた。 

○ さらに、令和元年度老人保健健康増進等事業「介護保険制度に関する文書の削

減に向けた調査研究事業」（株式会社三菱総合研究所）による９自治体に対す

るヒアリングでは以下のとおりの結果であった。 

・ 7 自治体は郵送での提出を認めているが、新規指定の初回は持参必須であ

るのが 3自治体、新たに施設を建てて（あるいは借りて）指定申請をする
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場合は持参必須であるのが 1 自治体、申請前に現地確認や事前協議を求

めているのが 2自治体であり、無条件での郵送を受け付けているのは 1自

治体のみ。 

・ 3 自治体は電子メールでの提出を認めているが、押印の必要がない書類に

限っていた。 

・ 勤務表や運営規程については再提出を求めることが多い。 

 

【対応の方向性】 

○ 以下の取扱いについて、周知を図る。 

(ア) 新規指定申請については、事前説明や面談の機会等を含めて一度は対面

の機会を設けることを基本としつつ、すでに複数事業所を運営している事

業者の場合については更なる対面を必須としない等、場合分けを行った上

で対応する。その際、事前説明や面談を経ているにも関わらず再度持参を

求めたり、誤記や添付漏れ等の提出後の補正による再提出にも持参を求め

たりといった複数回の持参の手間が発生しないよう留意する。 

(イ) 更新申請については、原則、郵送・電子メール等による提出とする。ただ

し、指定有効期間中に事業所運営に問題があった場合等、予め定める条件

に該当した場合には、例外的に対面での提出を求める。 

(ウ) 変更届については、原則、郵送・電子メール等による提出とする。 

(エ) ただし、いずれの場合も、持参を希望する事業者については、持参できる

こととする。 

 

④ 様式・添付書類そのものの簡素化：勤務表の様式 ＜指定申請・報酬請求＞ 

【現状】 

○ 本専門委員会において、指定申請・報酬請求に共通して、人員配置に関する文

書に係る負担が大きいという意見が多く挙げられた。 

○ 特に「従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表」については、 

・ 自治体の独自様式で作成を求められる場合があることから、全国共通の

様式を整備すべき 

・ 事業所が使用している独自の勤務表で代替できるようにすべき 

という意見が見られた。一方で、 

・ 事業所の独自様式では常勤換算等がきちんと読み取れるものになってい

ない場合があり、自治体としては配置状況を確認できる書類を出し直し

てもらうことになるおそれもある 

との意見もあった。 

○ 8 自治体における勤務表（新規指定・通所介護）の様式の相違点に関する調査

の結果、8自治体全てが、国が示す参考様式に何らかの改変を加えた様式を使

用していた。 
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改変の内容は多岐にわたるが、 

・ 人員配置基準の確認を行う上で有用と思われる項目（例：資格、常勤職員

の勤務すべき時間数、サービス提供単位に関する情報等）の追加や、 

・ 事業者が記入・入力をしやすいよう備考欄の記載を充実する等の工夫が

多く見られた。 

○ また、複数の自治体に対しヒアリングを行ったところ、兼務等を含めた人員配

置状況の確認は複雑であり、様式に全てを反映した場合、かえって負担感が増

える事業所や自治体もあり得ることに留意が必要との意見があった。 

 

【対応の方向性】 

○ 厚生労働省の示す参考様式につき、自治体の意見を確認する機会を設けなが

ら、改訂を行う。 

 

⑤ 様式・添付書類そのものの簡素化：人員配置に関する添付資料 ＜指定申請・報

酬請求＞ 

【現状】 

○ 本専門委員会において、前述の勤務表の様式と関連し、人員配置に関して求め

られる添付資料についても、労働契約書や辞令書の写しの提出は不要ではな

いかとの意見があった。 

○ 47 都道府県へのアンケート結果によると、最も添付を求めている自治体が多

かった文書は勤務者の資格証で、回答のあった全ての自治体で提出を求めて

いた。その他、雇用契約書、組織体制図、就業規則、経歴書、給与規程等とい

った提出文書も複数自治体で求められているが、いずれも過半数を超えるも

のではなかった。資格証を求める対象については、自治体によっては人員配置

基準に直接関連しない職種についても求めている場合が見られた。 

 

【対応の方向性】 

○ 人員配置を確認するために添付を求める資料については、自治体による差異

があり負担感に繋がっていることから、求めるべき添付資料の範囲を明確化

し、周知を行う。具体的には、添付資料は人員配置基準に該当する資格に関す

る資格証の写しを求めることとし、雇用契約書等その他の人員に関連する添

付資料は求めないものとする。さらに、資格証の写しについても、自治体にお

いて代替の確認方法がある場合には、求めないこととする。 

 

⑥ 様式・添付書類そのものの簡素化：施設・設備・備品等の写真 ＜指定申請＞ 

【現状】 

○ 本専門委員会において、参考様式に定める平面図や設備・備品等の一覧表に加

え、施設や設備・備品の写真について提出を求めている自治体があり、さらに
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指定基準に直接関連しない備品等の写真まで求めている場合があるとの意見

があった。 

 

【対応の方向性】 

○ 写真の提出を求める場合は、自治体が指定にあたって現地を訪問できない場

合に限って提出を求めることとし、その旨周知する。 

 

⑦ 様式・添付書類そのものの簡素化：処遇改善加算/特定処遇改善加算 ＜報酬請

求＞ 

【現状】 

○ 介護職員処遇改善加算（以下「処遇改善加算」という。）については、確実な

処遇改善を担保するため、計画書及び実績報告の提出を求めており、本年 10

月から開始した特定処遇改善加算（以下「特定加算」という。）についても同

様の取扱いとしている。また、計画書の提出に応じその内容を確認するため添

付書類の提出も自治体の状況に応じ求めている。 

○ これに関連し、本専門委員会においては、 

・ 指定権者毎に求められる計画書等の様式に差異があること 

・ 個人情報の取扱に懸念のある書類を求められる場合があること 

等に関する指摘があり、都道府県に対する調査結果をみても、 

・ 半数程度の都道府県で国の様式を変更し用いている 

・ 自治体により求められる提出が異なっている 

等の状況がみられたところ。 

 

【対応の方向性】 

○ このような状況を踏まえ、来年度より実施予定の処遇改善加算及び特定加算

に関する計画書等を一本化する。その際、確実な処遇改善を担保するという

加算の趣旨は踏まえた上で、 

・ ２年目以降の申請手続や複数の事業所を有する介護サービス事業所等が

申請する場合等への配慮を含め、関係者の意見を踏まえ、国様式を見直す

こと 

・ 国様式を指定権者が使用することが望ましいことを周知すること 

・ 添付書類として求める書類の範囲を明確化すること 

とする。 

○ なお、中長期的には、複数の事業所を有する介護サービス事業所等に対する

申請窓口の配慮の方策に関し指摘があったことも踏まえた対応など更なる簡

素化を検討すべきである。 
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⑧ 実地指導に際し提出する文書の簡素化 ＜指導監査＞ 

【現状】 

○ 本専門委員会において、実地指導における提出文書について、事前提出資料と

当日確認資料が重複しており効率化すべきとの意見や、指定申請や変更届で

提出済みの書類は再提出しなくて良いようにしてほしい等の意見が聞かれた。 

 

【対応の方向性】 

○ 以下の点について、実地指導の標準化・効率化指針（後述）の見直しのタイミ

ングに合わせて周知を行う。 

(ア) 事業所に対し資料（文書等）の提出を求める場合の内容の重複防止 

(イ) 実地指導時の既提出文書の再提出不要の徹底 

 

（２－２）１～２年以内の取組 

  以下①～⑤につき、令和２年度中に見直しの方向性の検討を行い、結論を得る。そ

の上で、各取組の結論に応じて速やかに必要な対応を行う。 

 

① 変更届の頻度等の取り扱い ＜指定申請・報酬請求＞ 

人員交代に伴う頻繁な変更届の提出や、類似の文書の重複提出が生じていて負担

であるとの指摘があり、重複や二度手間を無くすことを念頭に、省令に定める変更

時に届出が必要な提出項目について精査するとともに、必要に応じ、変更届の様式

例や添付書類の範囲を整理する方向での見直しを検討する。 

 

② 更新申請時に求める文書の簡素化 ＜指定申請＞ 

指定の更新申請にあたって、変更届を提出済の内容についても文書を求められ負

担であるとの指摘や、新規指定申請と同様の一式を提出する場合と簡素化している

場合等、自治体による差異があるとの指摘があり、更新申請時に求める文書及び手

続の流れについて実態を把握の上、簡素化している自治体に合わせる方向での見直

しを検討する。 

 

③ 併設事業所や複数指定を受ける事業所に関する簡素化 ＜指定申請・報酬請求＞ 

併設事業所や、予防サービスや総合事業等複数指定を受ける事業所に関し、文書

や手続の重複が指摘されている。例えば以下のような対応につき、検討を進める。 

・ 同一の事業所で実施している介護サービス/予防サービスで類似の書類一本

化 

・ 介護サービス事業所の指定を受けている事業所の総合事業の指定申請に関

し簡素化 

・ 介護サービスと予防サービスで指定開始日が異なる場合、更新日を近い方に

合わせ集約し、更新申請が 6 年に 1 度で済むようにする 
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④ 介護医療院への移行にかかる文書の簡素化 ＜指定申請＞ 

介護医療院への移行に関し、転換での申請の場合に新規申請と同様の文書が求め

られるとの指摘がある。特に介護療養型医療施設と介護医療院では同じ基準を設け

ている事項もある。この点、介護療養型医療施設から介護医療院への転換での開設

許可申請にあたり、介護療養型医療施設の指定の更新を受けた時点から変更がない

事項等に係る資料については提出不要とすることにつき検討し、必要な対応を行う。 

 

⑤ 指導監査の時期の取り扱い ＜指導監査＞ 

実地指導の頻度については多くした方が適正運営につながるとの意見と、過去の

実績に応じて実地指導の間隔を延ばすことも可能との意見と、両方の意見がある。

また、併設事業所について実地指導を同一日にして欲しいとの要望がある。これら

を踏まえ、適切な事業所運営を担保することを前提に、実地指導の実施頻度等につ

いて、さらなる効率化が図られるよう検討を行う。 

 

（３）標準化 

（３－１）令和元年度内目途の取組 

① H30 省令改正・様式例改訂の周知徹底による標準化 ＜指定申請・報酬請求＞ 

【現状】 

○ 「介護保険法施行規則等の一部を改正する省令」（平成 30 年厚生労働省令第

80 号、平成 30 年 10 月 1 日施行）にて、事業者が指定申請にあたり提出する

文書のうち、「申請者又は開設者の定款、寄附行為等」、「事業所の管理者の経

歴」、「役員の氏名、生年月日及び住所」、「当該申請に係る事業に係る資産の状

況」を不要とするよう省令改正が行われた。また、同省令改正を踏まえ、指定

申請に関する様式例の改訂・周知が行われた（平成 30 年 9 月 28 日付事務連

絡）。 

○ 都道府県へのアンケート結果によると、省令改正については 87.2％、様式の

改訂については 76.6％が、これらに基づく対応を完了している。 

 

【対応の方向性】 

○ 省令改正及び様式の改訂について、未対応の都道府県だけでなく、市町村も含

めて徹底されるよう、改めて強力に周知を図る。 

○ 省令改正により削除された項目の一部は、老人福祉法施行規則に基づいて引

き続き提出を求められる場合がある。この点について、介護保険法施行規則と

の整合性を念頭に、老人福祉法施行規則の改正を行う。併せて、有料老人ホー

ムについては、設置の届出やその変更に際して提出を求められる事項につき、

法律上に規定されている事項もあることから、老人福祉法の規定の見直しも

含めて検討する。 
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② 実地指導の「標準化・効率化指針」の周知徹底による標準化 ＜指導監査＞ 

【現状】 

○ 実地指導の標準化・効率化については、令和元年 5 月 29 日に「介護保険施設

等に対する実地指導の標準化・効率化等の運用指針」（老指発 0529 第 1 号、厚

生労働省老健局総務課介護保険指導室長通知。以下「標準化・効率化指針」と

いう。）が発出されている。 

○ 本専門委員会において、今後、標準化・効率化指針の内容に即した実地指導を

徹底すべきとの意見が聞かれた。 

 

【対応の方向性】 

○ 標準化・効率化指針に基づく実地指導を一層推進するよう、国主催の自治体向

け研修において、指導担当者がその意義を理解し実践につながるようなプロ

グラムを実施する等により、周知を行う。 

 

（３－２）１～２年以内の取組 

  以下①及び②につき、令和２年度中に見直しの方向性の検討を行い、結論を得る。

その上で、各取組の結論に応じて速やかに必要な対応を行う。 

 

① 様式例の整備（総合事業、加算の添付書類等） ＜指定申請・報酬請求＞ 

総合事業は様式例が存在しない状況であり、国が様式例を示すべきとの指摘や、

各種加算の要件を確認する文書について添付すべき書類が定められていないため

に差異が生じている場合があるといった指摘がある。今後、作成すべき様式例の範

囲及び優先順位を検討し、必要な対応を行う。 

 

② ガイドライン、ハンドブック等、効果的な周知の方法 ＜指定申請・報酬請求＞ 

指定申請や報酬請求に関し、不明確なルールや解釈の幅を少なくするため、ガイ

ドラインやハンドブックがあると良いとの意見があったが、今後、様式例以外にも

標準化のために有効な方法がないか検討し、必要な対応を行う。 

 

（４）ＩＣＴ等の活用 

 （４－１）令和元年度内目途の取組 

① 申請様式の HP におけるダウンロード ＜指定申請・報酬請求＞ 

【現状】 

○ 本専門委員会においてウェブ入力や電子申請等のＩＣＴの活用について意見

が示された。ただし、ＩＣＴ化は一定の時間を要するため、少なくとも様式や

記入例をホームページでダウンロードできるようにする取組は早期に進めら

れるのではないかといった意見が示された。 
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【対応の方向性】 

○ 現在、厚生労働省ホームページに掲載している様式例及び参考様式について、

改めて掲載につき周知を行う。 

○ また、各指定権者においても、Excel 等の編集可能なファイル形式にて、外部

から分かりやすい形でホームページに申請様式を掲載するとともに、国の様

式例と異なる様式を用いている場合にはその旨記載するよう、周知を行う。 

 

② 実地指導のペーパーレス化・画面上での文書確認 ＜指導監査＞ 

【現状】 

○ 本専門委員会において、実地指導に関し、介護記録ソフト等を活用している場

合、ＰＣの画面上での書類の確認をできるようにすべき等の意見が見られた。 

 

【対応の方向性】 

○ ＩＣＴを活用し関係書類を管理している事業所に対する実地指導においては、

事業所のＰＣ画面上で書類を確認するなど、事業者に配慮した実地指導の方

法について、自治体において検討するよう依頼する。 

 

 （４－２）３年以内の取組 

  以下①及び②につき、令和２年度中に見直しの方向性の検討を行い、結論を得る。

その上で、各取組の結論に応じて速やかに必要な対応を行う。なお、以下の対応を待

たずに前倒しで実現可能な取組があれば、順次取り組んでいく。 

 

① ウェブ入力・電子申請 ＜指定申請・報酬請求＞ 

ウェブ入力や電子申請を推進すべきとの意見があるが、（２）の簡素化及び（３）

の標準化が、ウェブ入力・電子申請等のさらなるＩＣＴ等の活用の前提となること

から、その実現のための諸課題（例：自治体において様式等を定める規則や要綱の

改正、自治体のシステム改修等の影響等）を整理し、検討を進める。具体的には、

既存の「介護サービス情報公表システム」を活用した、指定申請及び報酬請求に関

する届出等の入力項目の標準化とウェブ入力の実現について、その実現可能性、技

術的課題及び費用対効果等に関し、「サービス付き高齢者向け住宅情報提供システ

ム」の機能も参考にしながら、来年度中に検討し、方針を得る。さらに、各都道府

県の所有する事業所情報の管理を行うシステムとの連携可能性についても、併せて

検討を行う。 

 

② データの共有化・文書保管の電子化 ＜指定申請・報酬請求・指導監査＞ 

自治体と事業者との間でやり取りする文書に関し、ルールと様式を統一し、ウェ

ブ化により各自治体で共有できる仕組みとすべきとの意見や、文書保管について管

理の煩雑さや保管場所の観点で負担であるとの指摘がある。この点についても、今
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後、ウェブ入力・電子申請の検討と併せて、検討する。 

 

（５）取組を徹底するための方策 

○ 上記の簡素化、標準化及びＩＣＴ等の活用について、厚生労働省が必要な対応を行

った場合にも、その内容が全国的に徹底されなければ、現場の負担軽減に繋がらな

いばかりか、逆にローカルルールが増えて負担増になるおそれがある。そのため、

関係者協力の下での各取組の周知徹底、国及び都道府県から市区町村への支援、ま

た、小規模事業者等を支援する方策を、併せて行うことが求められる。 

○ 特に、本専門委員会において、小規模事業者を中心にＩＣＴへの対応が困難な事業

所がある点に留意すべきとの意見があったことを踏まえ、事業所におけるＩＣＴ

の導入支援を併せて推進することが、ＩＣＴ化を通じた簡素化、標準化のためにも

重要である。 

○ 事業所のＩＣＴ化にあたっては、今後検討されるウェブ入力や電子申請の取組とケ

ア記録等のＩＣＴ化が両輪で進むことにより、例えばケア記録作成業務と報酬請

求業務を一気通貫で行うことがさらに促進される等、ＩＣＴ化を通じたさらなる

効率化が期待できる。 

○ さらには、保険者機能強化推進交付金の活用等、自治体における各取組の推進を図

るための仕組みを検討する。 

 

４．今後の進め方 

○ 上述のとおり、介護分野の文書負担軽減に関しては、今年度内に対応可能なものと

来年度に継続して方針を検討する必要があるものを含めて、多岐にわたる取組が挙

げられた。また、取組を全国で徹底するという観点も含めて、継続的な改善が必要

と言える。 

○ 今般、計５回の専門委員会を通じ、文書負担の現状と課題を整理するとともに、短

期的な取組を中心に負担軽減策の方向性につき具体化を行ったが、さらに検討を深

めるべき項目があり、また、取組のフォローアップも必要である。これを踏まえ、取

組及び検討状況のモニタリングを行うため、引き続き、こうした事業者と自治体が

協働で負担軽減について検討する場である本専門委員会を随時又は定期に開催する

ことが有益である。 

○ さらに、本専門委員会においては、国、指定権者・保険者及び介護サービス事業者

の間でやり取りされている文書、特に指定申請・報酬請求・指導監査に関する文書

に係る負担軽減を主な検討対象としてきたが、議論の中では、これら以外の行政に

提出する文書についても簡素化や標準化を求める意見があった（例：事故報告の標

準化による情報蓄積と有効活用等）ほか、現場の感覚として、ケア記録等の事業所

が作成・保管する文書が介護職員の大きな負担となっていることが提起された点に

も、留意が必要である。 
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介護分野の文書に係る負担軽減に関する専門委員会 委員名簿 

 

令和元年 12 月４日現在 

○ 井口
い ぐ ち

 経
つね

明
あき

 東北福祉大学客員教授 

 
石川
いしかわ

 貴美子
き み こ

 秦野市福祉部高齢介護課参事（兼高齢者支援担当課長） 

 
江澤
え ざ わ

 和彦
かずひこ

 公益社団法人日本医師会常任理事 

 
遠藤
えんどう

 健
けん

 一般社団法人全国介護付きホーム協会代表理事 

 
菊池
き く ち

 良
りょう

 奥多摩町福祉保健課長 

 
木下
きのした

 亜希子
あ き こ

 公益社団法人全国老人保健施設協会研修推進委員 

 
久保
く ぼ

 祐子
ゆ う こ

 公益社団法人日本看護協会医療政策部在宅看護課長 

◎ 野口
の ぐ ち

 晴子
は る こ

 早稲田大学政治経済学術院教授 

 
野原
の は ら

 恵美子
え み こ

 栃木県保健福祉部高齢対策課長 

 
橋本
はしもと

 康子
や す こ

 一般社団法人日本慢性期医療協会副会長 

 
濵
はま

田
だ

 和則
かずのり

 一般社団法人日本介護支援専門員協会副会長 

 
桝田
ま す だ

 和平
わ へ い

 公益社団法人全国老人福祉施設協議会介護保険事業等経営委員会委員長 

 
松田
ま つ だ

 美穂
み ほ

 豊島区保健福祉部介護保険課長（兼介護保険特命担当課長） 

 
山際
やまぎわ

 淳
あつし

 民間介護事業推進委員会代表委員 

 
山本
やまもと

 千
ち

恵
え

 神奈川県福祉子どもみらい局福祉部高齢福祉課長 

（敬称略、五十音順） 

◎:委員長、○:委員長代理 
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介護分野の文書に係る負担軽減に関する専門委員会 開催経過 

 

 

第１回（令和元年８月７日） 

 委員の紹介及び委員長の選出 

 経緯及びこれまでの見直し状況 

 今後の検討の進め方 

 

第２回（令和元年８月 28 日） 

 事業者団体ヒアリング 

＜ヒアリング団体＞ 

高齢者住宅協会 

全国介護事業者連盟 

全国個室ユニット型施設推進協議会 

全国社会福祉法人経営者協議会 

日本医療法人協会 

日本精神科病院協会 

日本認知症グループホーム協会 

日本理学療法士協会 

日本リハビリテーション病院・施設協会 

日本訪問リハビリテーション協会 

全国デイ・ケア協会 

＜資料提出団体＞ 

全国訪問看護事業協会 

全国ホームヘルパー協議会 

全国有料老人ホーム協会 

全日本病院協会 

２４時間在宅ケア研究会 

日本作業療法士協会 

日本歯科医師会 

日本福祉用具供給協会 

日本ホームヘルパー協会 

日本薬剤師会 

日本リハビリテーション医学会 

 介護分野の文書に係る負担軽減について 

 

第３回（令和元年９月 18 日） 

 介護分野の文書に係る負担軽減に関する論点について 

 

第４回（令和元年 10月 16 日） 

 介護分野の文書に係る負担軽減に関する方策について 

 

第５回（令和元年 11月 27 日） 

 中間取りまとめ（案）について 
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介
護
分
野
の
文
書
に
係
る
負
担
軽
減
に
関
す
る
専
門
委
員
会
開
催
概
要

介
護
分
野
に
お
い
て
、国
、指
定
権
者
・保
険
者
及
び
介
護
サ
ー
ビス
事
業
者
の
間
で
や
り取
りさ
れ
て
い
る
文
書
に
関
す
る
負
担
軽
減
を主
な
検
討
対
象
とす
る
。

（
１
）
これ
まで
に
取
組
が
進
め
られ
て
い
る
以
下
の
分
野
に
つ
い
て
、必

要
に
応
じ更
な
る
共
通
化
・簡
素
化
の
方
策
を検
討
す
る
。

（
様
式
例
の
見
直
し、
添
付
文
書
の
標
準
例
作
成
）

①
指
定
申
請
関
連
文
書

（
人
員
・設
備
基
準
に
該
当
す
る
こと
を
確
認
す
る
文
書
等
）

②
報
酬
請
求
関
連
文
書

（
加
算
取
得
の
要
件
に
該
当
す
る
こと
を
確
認
す
る
文
書
等
）

③
指
導
監
査
関
連
文
書

（
指
導
監
査
に
あ
た
り提
出
を求
め
られ
る
文
書
等
）

（
注
）
介
護
報
酬
の
要
件
等
に
関
連
す
る
事
項
に
つ
い
て
は
、介
護
給
付
費
分
科
会

に
て
検
討
。

○
設
置
の
趣
旨

介
護
分
野
の
文
書
に
係
る
負
担
軽
減
の
実
現
に
向
け
、国
、指
定
権
者
・保
険
者
及
び
介
護
サ
ー
ビス
事
業
者
が
協
働
して
、必
要
な
検
討
を行
うこ
とを
目
的
とし

て
、社
会
保
障
審
議
会
介
護
保
険
部
会
に
「介
護
分
野
の
文
書
に
係
る
負
担
軽
減
に
関
す
る
専
門
委
員
会
」を
設
置
す
る
。

○
検
討
事
項

井
口
経
明

東
北
福
祉
大
学
客
員
教
授

石
川
貴
美
子

秦
野
市
福
祉
部
高
齢
介
護
課
参
事
（
兼
高
齢
者
支
援
担
当
課
長
）

江
澤
和
彦

公
益
社
団
法
人
日
本
医
師
会
常
任
理
事

遠
藤
健

一
般
社
団
法
人
全
国
介
護
付
き
ホ
ー
ム
協
会
代
表
理
事

菊
池
良

奥
多
摩
町
福
祉
保
健
課
長

木
下
亜
希
子

公
益
社
団
法
人
全
国
老
人
保
健
施
設
協
会
研
修
推
進
委
員

久
保
祐
子

公
益
社
団
法
人
日
本
看
護
協
会
医
療
政
策
部
在
宅
看
護
課
長

野
口
晴
子

早
稲
田
大
学
政
治
経
済
学
術
院
教
授

野
原
恵
美
子

栃
木
県
保
健
福
祉
部
高
齢
対
策
課
長

橋
本
康
子

一
般
社
団
法
人
日
本
慢
性
期
医
療
協
会
副
会
長

濵
田
和
則

一
般
社
団
法
人
日
本
介
護
支
援
専
門
員
協
会
副
会
長

桝
田
和
平

公
益
社
団
法
人
全
国
老
人
福
祉
施
設
協
議
会

介
護
保
険
事
業
等
経
営
委
員
会
委
員
長

松
田
美
穂

豊
島
区
保
健
福
祉
部
介
護
保
険
課
長

（
兼
介
護
保
険
特
命
担
当
課
長
）

山
際
淳

民
間
介
護
事
業
推
進
委
員
会
代
表
委
員

山
本
千
恵

神
奈
川
県
福
祉
子
ど
も
み
ら
い
局
福
祉
部
高
齢
福
祉
課
長

○
委
員
名
簿

（
敬
称
略
、五
十
音
順
）
（
令
和
元
年
12
月
4日
現
在
）

○ ◎

◎
：
委
員
長

○
：
委
員
長
代
理

（
２
）
（
１
）
に
掲
げ
る
分
野
以
外
を含
め
て
、地
域
に
よっ
て
取
扱
に
顕
著

な
差
異
が
あ
り、
事
業
者
及
び
指
定
権
者
・保
険
者
の
業
務
負
担
へ
の

影
響
が
一
定
程
度
見
込
まれ
る
分
野
に
つ
い
て
、共
通
化
・簡
素
化
の

方
策
を検
討
す
る
。

（
例
：
自
治
体
に
よ
って
解
釈
が
分
か
れ
る
こと
が
多
い
案
件
の
整
理
）

○
検
討
ス
ケ
ジ
ュー
ル

令
和
元
年

８
月
７
日
(水
)
第
１
回
委
員
会

８
月
28
日
(水
)
第
２
回
委
員
会

・
事
業
者
団
体
か
らの
ヒア
リン
グ
、他

９
月
18
日
(水
)
第
３
回
委
員
会

・
第
1回
・第
2回
を
踏
ま
え
た
論
点
整
理
、他

10
月
16
日
(水
)
第
４
回
委
員
会

・
負
担
軽
減
策
に
つ
い
て
の
議
論
、他

11
月
27
日
(水
)
第
５
回
委
員
会

・
中
間
取
りま
とめ
(案
)、
他

12
月
４
日
(水
)
中
間
取
りま
とめ
の
公
表

12
月
５
日
(木
)
介
護
保
険
部
会
へ
の
報
告
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介
護
分
野
の
文
書
に
係
る
主
な
負
担
軽
減
策

指
定
申
請

報
酬
請
求

指
導
監
査

簡
素
化

標
準
化

IC
T等

の
活
用

●
提
出
時
の
ル
ー
ル
に
よ
る
手
間
の
簡
素
化

・押
印
、原
本
証
明
、提
出
方
法
（
持
参
・郵
送
等
）

●
様
式
、添
付
書
類
そ
の
も
の
の
簡
素
化

・勤
務
表
の
様
式
、人
員
配
置
に
関
す
る
添
付
書
類

・そ
の
他
、指
定
申
請
と報
酬
請
求
で
重
複
す
る
文
書

・平
面
図
、設
備
、備
品
等

・処
遇
改
善
加
算
/

特
定
処
遇
改
善
加
算

●
変
更
届
の
頻
度
等
の
取
扱
い

●
更
新
申
請
時
に
求
め
る
文
書
の

簡
素
化

●
併
設
事
業
所
や
複
数
指
定
を
受
け
る
事
業
所
に
関
す
る
簡
素
化

・複
数
種
類
の
文
書
作
成
（
例
:介
護
サ
ー
ビス
と予
防
サ
ー
ビス
）

・複
数
窓
口
へ
の
申
請
（
例
:介
護
サ
ー
ビス
と総
合
事
業
）

・手
続
時
期
に
ず
れ
が
あ
る
こと
へ
の
対
応

●
介
護
医
療
院
へ
の
移
行
に
か
か
る

文
書
の
簡
素
化

●
実
地
指
導
に
際
し提
出
す
る

文
書
の
簡
素
化

・重
複
して
求
め
る
文
書

・既
提
出
文
書
の
再
提
出

●
指
導
監
査
の
時
期
の
取
扱
い

●
様
式
例
の
整
備
（
総
合
事
業
、加
算
の
添
付
書
類
等
）

●
ガ
イド
ライ
ン
、ハ
ン
ドブ
ック
等
、効
果
的
な
周
知
の
方
法

●
標
準
化
・効
率
化
指
針
の

周
知
徹
底
に
よ
る
標
準
化

●
デ
ー
タの
共
有
化
・文
書
保
管
の
電
子
化

●
ウェ
ブ
入
力
・電
子
申
請

●
実
地
指
導
の
ペ
ー
パ
ー
レ
ス
化

・画
面
上
で
の
文
書
確
認

簡 素 化 ・ 標 準 化 の 検 討 が 、 Ｉ Ｃ Ｔ 化 の 推 進 に も 繋 が る 。

（ 並 行 し て 検 討 す る こ と が 有 益 な 項 目 は 柔 軟 に 取 り 扱 う 。 ）

各
取
組
の
周
知
徹
底

（
特
に
小
規
模
事
業
者
）

国
・都
道
府
県
か
ら市

区
町
村
へ
の
支
援

事
業
所
に
お
け
る
IC
T

化
の
推
進

自
治
体
に
お
け
る
取
組

推
進
の
た
め
の
仕
組
み

の
検
討

他

≪
取
組
を
徹
底
す
る
た
め
の
方
策
≫

R元
年
度
内
目
途
の
取
組

１
～
２
年
以
内
の
取
組

３
年
以
内
の
取
組

＜
凡
例
＞

●
H3
0省
令
改
正
・様
式
例
改
訂
の
周
知
徹
底
に
よ
る
標
準
化
(※
)

（
※
）
介
護
保
険
法
施
行
規
則
の
改
正
（

H3
0年

10
月
施
行
）
の
内
容
を
踏
ま
え
た
、
老
人
福
祉
法
施
行
規
則
上
の
規
定
の
整
理
も
含
む
。

●
申
請
様
式
の
HP
に
お
け
る
ダウ
ン
ロー
ド

（
※
※
）
前
倒
し
で
実
現
出
来
る
も
の
が
あ
れ
ば
、
順
次
取
り
組
ん
で
い
く
。

（
※
※
）
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今
後
の
進
め
方

R元
年
度

R2
年
度

R3
年
度

R4
年
度

R5
年
度

簡
素
化

標
準
化

ＩＣ
Ｔ
等

の
活
用

・
提
出
時
の
ル
ー
ル
に
よ
る
手
間

の
簡
素
化

・
様
式
・添
付
資
料
の
簡
素
化 他

・
変
更
届
及
び
更
新
申
請
に

関
す
る
簡
素
化

・
併
設
事
業
所
・複
数
指
定

を
受
け
る
事
業
所
に
関
す
る

簡
素
化

他

・
既
存
の
取
組

の
周
知

・
既
存
シ
ス
テ
ム

の
現
状
把
握

・
早
期
に
で
き
る

対
応
の
周
知

・
様
式
例
の
整
備

・
ガ
イド
ライ
ン
、ハ
ン
ドブ
ック

等
、効
果
的
な
周
知
方
法

の
検
討

他

・
既
存
シ
ス
テ
ム
の
活
用

可
能
性
、行
政
手
続
の

オ
ン
ライ
ン
化
の
動
向
を

踏
ま
え
、Ｉ
Ｃ
Ｔ
化
に

つ
い
て
の
方
針
を
得
る

中
間
取
り
ま
と
め
▼

成
果
の
反
映

・
検
討
結
果
に
応
じ

た
対
応
（
シ
ス
テ
ム

改
修
等
）

成
果
の
反
映

第
8期
介
護
保
険
事
業
計
画

第
7期
介
護
保
険
事
業
計
画

・
継
続
的
な
見
直
し

（
随
時
又
は
定
期
に
委
員
会
を
開
催
、
取
組
及
び
検
討
状
況
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
行
う
）
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社会保障審議会介護保険部会
「介護分野の文書に係る負担軽減に関する専門委員会」

中間取りまとめ
「令和元年度内目途の取組」への具体的対応について

別添２



本資料の位置づけ

2

○ 令和元年8月、介護分野の文書に係る負担軽減の実現に向け、国、指定権者・保険
者及び介護サービス事業者が協働して、必要な検討を行うことを目的として、社会保障審
議会介護保険部会に「介護分野の文書に係る負担軽減に関する専門委員会」が設置さ
れ、同年12月に中間取りまとめが行われました。

○ 同中間取りまとめにおいては、現状・課題として、介護保険制度の創設から約20年が経
過する中で制度改正等を経て事業所と自治体の双方で文書負担が増していること、自治
体に解釈の余地がある部分についてどこまで文書を求めるべきか各自治体も苦慮されてき
た結果として自治体による様式や解釈の差異が生じていること等が確認されました。また、
こうした状況を踏まえ、主に指定申請・報酬請求・指導監査に関する文書について、①簡
素化、②標準化、③ＩＣＴ等の活用の視点から、令和元年度内、１～２年以内、３
年以内のそれぞれのスケジュールでの取組が示されました。

○ 本資料は、同中間取りまとめにおいて、令和元年度内を目途に取り組むべきと示された
項目のうち、指定権者である都道府県及び市区町村にご協力をいただきたい項目につい
て、周知を図るものです。
※なお、「令和元年度内」は国からの周知のスケジュールを示すものであり、各自治体においては可
能な範囲で速やかな対応をお願いします。

○ 上記の各種文書が自治事務に関するものであるという位置づけが変わるものではありま
せんが、自治体と事業所の双方の負担軽減に繋げる趣旨をご理解の上、最大限のご協
力をお願い致します。



提出時のルールによる手間の簡素化：押印、原本証明

3

（背景、現状）
○押印が簡素化の妨げになっている場合があるとの意見がある。
○指定申請及び報酬請求に関する文書について法令で押印を求めている文書は無いが、押印には、
原本性の確保や法人の意思として申請されたものであることを担保する役割がある。

※押印そのものの必要性については、今後のＩＣＴ等の活用と併せて検討が必要。
※指定申請・報酬請求に関し事業所が自治体に提出する文書以外の押印については、必要に応じ別途見直しが必要。

対
応

１．法律に基づき、申請者が介護報酬等の支払いを受けることを認めるにあたり前提となる
事項に関する申請について、押印を求める。具体的には、原則として以下の文書のみ
を対象とし、正本１部に限る。
・ 指定（更新）申請書
・ 誓約書（申請者が法に定める全ての欠格要件に該当しないことを誓約する文書）
・ 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書

２．付表や添付書類への押印は原則不要とする。
３．押印した文書をＰＤＦ化し、電子メール等により送付することも可とする。
４．添付書類への原本証明は求めない。

□ 押印欄を設ける書類が必要最小限になっているかを確認。

□ 正本以外に副本の提出を求めている場合は、正本１部に限る。

□ 添付書類への原本証明を求めている場合は、不要とする。

★主なチェックポイント



□ 上記対応を原則に、必要に応じ提出ルールを見直す。各自治体の事情に応じ例外的な
対応を取る場合も、過度に窓口来訪の負担を課すルールとなっていないことを確認す
るとともに、窓口来訪を求める場合の事由につき明示する等の対応を図る。

□ 郵送・電子メールでの提出を新たに可とする場合、事業者側に不都合の生じないよう
配慮されているかを確認。（例：適切な受領確認等）

※休止・再開・廃止に係る届出についても同様の取扱いとする。

提出時のルールによる手間の簡素化：提出方法（持参・郵送等）

4

（背景、現状）
○指定申請及び報酬請求に関する文書について、事業者からは、自治体の窓口への持参が負担との
意見がある一方、自治体からは、過去の不正やトラブルを背景に、申請の入り口段階で対面にて指
導を行うことによるメリットもあるという意見がある。
○都道府県向けのアンケートによると、過半数が「事業者が提出方法を選択可」と回答している。また、
新規指定申請の場合多くは窓口で対面での相談が行われている実態がある。

対
応

１．新規指定申請については、事前説明や面談の機会等を含めて一度は対面の機会を設
けることを基本としつつ、すでに複数事業所を運営している事業者の場合については更
なる対面を必須としない等、場合分けを行った上で対応する。
※事前説明や面談を経ているにも関わらず再度持参を求めたり、誤記や添付漏れ等の提出後の補
正による再提出にも持参を求めたりといった複数回の持参の手間が発生しないよう留意。

２．更新申請については、原則、郵送・電子メール等による提出とする。
※指定有効期間中に事業所運営に問題があった場合等、予め定める条件に該当した場合には、
例外的に対面での提出を求める。

３．変更届については、原則、郵送・電子メール等による提出とする。
４．ただし、いずれの場合も、持参を希望する事業者については、持参できることとする。

★主なチェックポイント



様式・添付書類そのものの簡素化：人員配置に関する添付資料

5

（背景、現状）
○指定申請及び報酬請求に関する文書のうち、人員基準等の確認については、国で「従業者の勤務
体制及び勤務形態一覧表」の参考様式を示しているが、これに加えて、各自治体の判断で様々な人
員配置に関する添付資料を求めている。
○こうした自治体による差異があることに関し、事業者の負担感に繋がっているとの指摘がある。

対
応

１．添付資料は人員配置基準に該当する資格に関する資格証の写しのみとする。

２．自治体において代替の確認方法がある場合には、資格証の写しの提出も求めないこ
ととする。

□ 指定申請・報酬請求について提出を求める添付書類について確認し、資格証の写し以
外の人員配置に関する添付資料（雇用契約書、組織体制図、就業規則、経歴書、給与
規程 等を求めている場合には、不要とする。

★主なチェックポイント

添付が不要となる書類の例：
雇用契約書、組織体制図、就業規則、経歴書、給与規程 等

具体的には、介護支援専門員について、都道府県が指定権者である場合は、
資格証の写しを求めない。



様式・添付書類そのものの簡素化：施設・設備・備品等の写真

6

対
応

写真の提出を求める場合は、自治体が指定にあたって現地を訪問できない場合に限っ
て提出を求めることとする。

□ 上記対応を原則に、写真の提出について、指定基準の確認を行う上で過度な負担と
なっていないかを確認の上、写真の提出は最小限とする。（現地訪問の要否は各指定
権者の判断による。）

□ 写真の提出を求める場合、指定基準の確認に必要最小限の範囲となっているか、また、
その範囲が分かりやすく示されているか確認する。

★主なチェックポイント

（背景、現状）
○指定申請に関する文書のうち、設備基準の確認については、国で「平面図」や「設備及び備品の概
要」を省令で定めるとともに、これに対応する参考様式を示しているが、これに加えて、各自治体の判
断で写真の提出を求めている場合があり、さらに、指定基準に直接関連しない備品等の写真まで求
めている例がある。
○こうした自治体による差異があることに関し、事業者の負担感に繋がっているとの指摘がある。



標準化：H30省令改正・様式例改訂への対応

7

（背景、現状）
○指定申請関連文書については、「介護保険法施行規則等の一部を改正する省令」（平成30年厚生労
働省令第80号、平成30年10月1日施行）にて、一部項目の提出を不要とするよう省令改正を行った。また、
同省令改正を踏まえ、指定申請に関する様式例が改訂・周知された（平成30年9月28日付事務連絡）。
○項目削減について、自治体毎に対応状況に差異があり、逆に煩雑になったとの指摘がある。
※都道府県へのアンケート結果によると、省令改正については87.2％、様式の改訂については76.6％が、これらに基づく対応を完了。

□ 上記省令改正に基づく対応状況を確認し、未対応の場合は、対応を行う。

※様式については、次ページも併せて参照。

★主なチェックポイント

対
応

1. 対応が未了である場合は、上記省令改正に基づく提出項目の削除及び様式の改訂
を行う。

2. 【予定】 上記省令改正により削除された項目のうち、老人福祉法施行規則に基づい
て引き続き提出を求められる項目については、今後の省令改正（令和２年２月３日
付パブリックコメント参照）に応じ、同様に提出を不要とする。

省令改正により削除された項目：
・ 申請者又は開設者の定款、寄附行為等
・ 事業所の管理者の経歴
・ 役員の氏名、生年月日及び住所
・ 当該申請に係る事業に係る資産の状況



１．指定申請（新規・変更・更新）については、原則、以下の厚生労働省ホームページに
掲載している様式例及び参考様式を活用し、 Excel等の編集可能なファイル形式にて、
外部から分かりやすい形でホームページに申請様式を掲載する。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kai
go_koureisha/other/index.html
（11．指定居宅サービス事業所、介護保険施設、指定介護予防サービス事業所、 指定地域密着型サービス事業
所、指定地域密着型介護予防サービス事業所 及び指定居宅介護支援事業所の指定に関する様式例について）

2. 国の様式例と異なる様式を用いている場合にはその旨を記載する。

※上記指定申請に関する様式例のうち、 「従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表」については、国の参
考様式を見直し中。令和元年度中に方向性につき示す予定。

※報酬請求に関する各種様式例についても、同様の扱いとするが、令和２年度に見直しが行われる可能
性があることに留意。

ＩＣＴ等の活用：申請様式のHPにおけるダウンロード

8

（背景、現状）
○指定申請及び報酬請求に関する文書に関し、申請様式や記入例のデータの入手方法が分かりづら
い場合や、ＰＤＦのみでの提供でありＰＣ等による編集ができない場合がある等の指摘がある。

対
応

□ 指定申請及び報酬請求に関する申請書類が、ＨＰ等から入手できる形になっているか、
事業者から分かりやすい案内となっているかを確認し、必要な対応を行う。

□ 国の様式例と一度見比べ、異なる点について原則合わせるとともに、異なる様式を用
いる場合はその旨を明記。（例：介護保険関連以外の条例に基づく文書の追加提出等）

★主なチェックポイント



○ 本資料で取り上げた項目以外に、以下についても併せてご留意下さい。

１．介護職員処遇改善加算/特定処遇改善加算の申請様式の見直し
⇒ 両加算の計画書等を一本化した新たな様式例につき、 「介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定
処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和２年３
月５日付老発０３０５第６号老健局長通知）にて示した様式例を活用ください。

２．老人福祉法上の提出文書の簡素化
⇒ 今後、老人福祉法施行規則の改正が公布された際には、同改正内容に沿った対応をお願いします。
（令和２年２月３日付パブリックコメント参照）

３．介護医療院への移行にかかる文書の簡素化
⇒ 今後、介護保険法施行規則の改正が公布された際には、同改正内容に沿った対応をお願いします。
（令和２年２月３日付パブリックコメント参照）

４．実地指導の標準化・効率化
⇒ 令和元年５月２９日に「介護保険施設等に対する実地指導の標準化・効率化等の運用指針」（老指
発０５２９第１号厚生労働省老健局総務課介護保険指導室長通知）が発出されていますので、引き
続き同指針に沿った対応をお願いします。別途、同指針の見直しのタイミングで周知予定ですが、以下の点
につき、留意をお願いします。
・ 事業所に対し資料（文書等）の提出を求める場合の内容の重複防止
・ 実地指導時の既提出文書の再提出不要の徹底
・ ICTで書類を管理している事業所においては、PC画面上で書類を確認

○ また、本資料で取り上げた項目が全てではなく、来年度以降も継続的に文書負担軽減に向けた
見直しを行っていきますので、ご理解とご協力のほど、よろしくお願いします。また、各自治体にお
いても、本資料で取り上げた項目に限らず、例えば類似文書の提出を複数回求めない等、可能
な範囲の簡素化に努め、負担軽減の推進をお願いします。

その他

9



（参考）
介護分野の文書に係る負担軽減に関する専門委員会

中間取りまとめ概要



介護分野の文書に係る負担軽減に関する専門委員会 開催概要

介護分野において、国、指定権者・保険者及び介護サービス事業者の間でやり取りされている文書に関する負担軽減を主な検討対象とする。

（１）これまでに取組が進められている以下の分野について、必
要に応じ更なる共通化・簡素化の方策を検討する。
（様式例の見直し、添付文書の標準例作成）
① 指定申請関連文書
（人員・設備基準に該当することを確認する文書等）

② 報酬請求関連文書
（加算取得の要件に該当することを確認する文書等）

③ 指導監査関連文書
（指導監査にあたり提出を求められる文書等）

（注）介護報酬の要件等に関連する事項については、介護給付費分科会
にて検討。

○ 設置の趣旨
介護分野の文書に係る負担軽減の実現に向け、国、指定権者・保険者及び介護サービス事業者が協働して、必要な検討を行うことを目的とし
て、社会保障審議会介護保険部会に「介護分野の文書に係る負担軽減に関する専門委員会」を設置する。
○ 検討事項

井口 経明 東北福祉大学客員教授

石川 貴美子 秦野市福祉部高齢介護課参事（兼高齢者支援担当課長）

江澤 和彦 公益社団法人日本医師会常任理事

遠藤 健 一般社団法人全国介護付きホーム協会代表理事

菊池 良 奥多摩町福祉保健課長

木下 亜希子 公益社団法人全国老人保健施設協会研修推進委員

久保 祐子 公益社団法人日本看護協会医療政策部在宅看護課長

野口 晴子 早稲田大学政治経済学術院教授

野原 恵美子 栃木県保健福祉部高齢対策課長

橋本 康子 一般社団法人日本慢性期医療協会副会長

濵田 和則 一般社団法人日本介護支援専門員協会副会長

桝田 和平 公益社団法人全国老人福祉施設協議会

介護保険事業等経営委員会委員長

松田 美穂 豊島区保健福祉部介護保険課長

（兼介護保険特命担当課長）

山際 淳 民間介護事業推進委員会代表委員

山本 千恵 神奈川県福祉子どもみらい局福祉部高齢福祉課長

○ 委員名簿 （敬称略、五十音順）（令和元年12月4日現在）
○

◎

◎：委員長
○：委員長代理

（２）（１）に掲げる分野以外を含めて、地域によって取扱に顕著
な差異があり、事業者及び指定権者・保険者の業務負担への
影響が一定程度見込まれる分野について、共通化・簡素化の
方策を検討する。
（例：自治体によって解釈が分かれることが多い案件の整理）

○ 検討スケジュール
令和元年
８月 ７日(水) 第１回委員会

８月28日(水) 第２回委員会
・ 事業者団体からのヒアリング、他

９月18日(水) 第３回委員会
・ 第1回・第2回を踏まえた論点整理、他

10月16日(水) 第４回委員会
・ 負担軽減策についての議論、他

11月27日(水) 第５回委員会
・ 中間取りまとめ(案)、他

12月 ４日(水) 中間取りまとめの公表

12月 ５日(木) 介護保険部会への報告 11



介護分野の文書に係る主な負担軽減策

指定申請 報酬請求 指導監査

簡素化

標準化

ICT等
の活用

●提出時のルールによる手間の簡素化
・押印、原本証明、提出方法（持参・郵送等）

●様式、添付書類そのものの簡素化
・勤務表の様式、人員配置に関する添付書類
・その他、指定申請と報酬請求で重複する文書

・平面図、設備、備品等 ・処遇改善加算/
特定処遇改善加算

●変更届の頻度等の取扱い
●更新申請時に求める文書の
簡素化

●併設事業所や複数指定を受ける事業所に関する簡素化
・複数種類の文書作成（例:介護サービスと予防サービス）
・複数窓口への申請（例:介護サービスと総合事業）
・手続時期にずれがあることへの対応

●介護医療院への移行にかかる
文書の簡素化

●実地指導に際し提出する
文書の簡素化
・重複して求める文書
・既提出文書の再提出

●指導監査の時期の取扱い

●様式例の整備（総合事業、加算の添付書類等）

●ガイドライン、ハンドブック等、効果的な周知の方法

●標準化・効率化指針の
周知徹底による標準化

●データの共有化・文書保管の電子化
●ウェブ入力・電子申請

●実地指導のペーパーレス化
・画面上での文書確認

簡
素
化
・
標
準
化
の
検
討
が
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
化
の
推
進
に
も
繋
が
る
。

（
並
行
し
て
検
討
す
る
こ
と
が
有
益
な
項
目
は
柔
軟
に
取
り
扱
う
。
）

各取組の周知徹底
（特に小規模事業者）
国・都道府県から市
区町村への支援
事業所におけるICT
化の推進
自治体における取組
推進のための仕組み
の検討 他

≪取組を徹底するための方策≫

R元年度内目途の取組
１～２年以内の取組
３年以内の取組

＜凡例＞

●H30省令改正・様式例改訂の周知徹底による標準化 (※)

（※）介護保険法施行規則の改正（ H30年10月施行）の内容を踏まえた、老人福祉法施行規則上の規定の整理も含む。

●申請様式のHPにおけるダウンロード

（※※）前倒しで実現出来るものがあれば、順次取り組んでいく。

（※※）

12



●変更届の頻度等の
取扱い

指定申請
報酬請求

○重複や二度手間を無くすことを念頭に、省令上の変更届出項目を精査。必要に応じ、変更届の様式例や添付書類の範
囲を整理。

●更新申請時に求め
る文書の簡素化 指定申請 ○更新申請時に求める文書及び手続の流れについて、各自治体における実態を把握し、簡素化。

●併設事業所や複数
指定を受ける事業所
に関する簡素化

指定申請
報酬請求

○併設事業所や、予防サービス・総合事業等複数指定を受ける事業所に関し、文書や手続の重複を削減するよう検討。
例） 類似の提出文書の一本化、指定介護サービス事業所の総合事業の指定申請の簡素化、予防サービスの更新日の集約化

●介護医療院への移
行にかかる文書の簡
素化

指定申請
○介護療養型医療施設から介護医療院への転換での開設許可申請で、変更がない事項等に係る資料は提出不要とするよ
う検討。

●指導監査の時期の
取扱い 指導監査 ○適切な事業所運営を担保することを前提に、実地指導の実施頻度等について、さらなる効率化が図られるよう検討。

主な負担軽減策の方向性（簡素化）

13

≪R元年度内目途の取組≫

≪１～２年以内の取組≫ ※来年度中に見直しの方向性の検討を行い、結論を得る。

●提出時のルー
ルによる手間の
簡素化

指定申請
報酬請求

○以下文書以外の押印は求めない。正本１部に限る。
①指定(更新)申請書、 ②誓約書、 ③介護給付費算定に係る体制等に関する届出書

○添付書類への原本証明は求めない。
○新規指定申請時に窓口への来訪を求めるのは原則一度きり。すでに複数事業所を運用している事業者の場合は必須としない。
○更新申請は原則郵送・電子メールで提出。
○変更届は原則郵送・電子メールで提出。
（提出方法に関し、持参を希望する事業者については持参できることとする。）

●様式、添付書
類そのものの簡
素化

指定申請
報酬請求

○「従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表」の様式例を、自治体の意見を反映して改訂。
○人員配置の確認に必要な添付資料は、人員配置基準に該当する資格証の写しのみ。雇用契約書等の添付は求めない。
○指定申請時、自治体が現地訪問できない場合以外、写真の添付は求めない。
○介護職員処遇改善加算及び特定処遇改善加算の計画書を一本化。
関係者の意見を踏まえて国様式を見直し、同様式の使用を周知。添付書類の範囲を明確化。

●実地指導に際
し提出する文書
の簡素化

指導監査
○事業所に対し資料（文書等）の提出を求める場合の内容の重複防止。
○実地指導時の既提出文書の再提出不要の徹底。



●ウェブ入力・電子申請 指定申請
報酬請求

○既存の「介護サービス情報公表システム」を活用した入力項目の標準化とウェブ入力の実現可能性等につき、来年度
中に検討し、方針を得る。 （「サービス付き高齢者向け情報提供システム」の機能も参照）

○各都道府県の所有する事業所情報の管理を行うシステムとの連携可能性についても、併せて検討。

●データの共有化・文書
保管の電子化

指定申請
報酬請求
指導監査

○ウェブ上での自治体間のデータの共有の可能性や文書保管の負担軽減につき、ウェブ入力・電子申請と併せて検討。

主な負担軽減策の方向性（標準化・ICT等の活用）
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≪３年以内の取組≫

●H30省令改正・様式
例改訂の周知徹底に
よる標準化

指定申請
報酬請求

○「介護保険法施行規則等の一部を改正する省令」（平成30年厚生労働省令第80号、平成30年10月1日施行）に
よる提出文書削減の徹底（例：役員の氏名、生年月日及び住所）

○介護保険法上で提出を求める文書との整合性とるよう、老人福祉法上の提出文書を見直し。

●標準化・効率化指針
の周知徹底による標準
化

指導監査
○「介護保険施設等に対する実地指導の標準化・効率化等の運用指針」（令和元年5月29日、老指発0529第1号）
に基づく実地指導の標準化・効率化の推進のため、自治体向け研修実施。

●様式例の整備（総合
事業、加算の添付書
類等）

指定申請
報酬請求 ○様式例が存在しない総合事業等、今後作成すべき様式例の範囲及び優先順位を検討し、対応。

●ガイドライン、ハンドブッ
ク等、効果的な周知の
方法

指定申請
報酬請求 ○不明確なルールや解釈の幅を少なくするため、様式例以外の有効な標準化の方策を検討。

●申請様式のHPにおけ
るダウンロード

指定申請
報酬請求

○厚生労働省ＨＰに掲載している様式例及び参考様式を改めて周知。
○各自治体のＨＰの申請様式掲載の際、国の様式例と異なる場合はその旨記載するよう周知。

●実地指導のペーパーレ
ス化・画面上での文書
確認

指導監査 ○実地指導においては、事業所のＰＣ画面上で書類を確認するなど、事業者に配慮した実地指導を検討するよう依頼。

※下記を待たずに実現可能なものは前倒しで取り組みを進める。

（標準化）

（ICT等の活用）

≪R元年度内目途の取組≫

≪１～２年以内の取組≫ ※来年度中に見直しの方向性の検討を行い、結論を得る。

≪R元年度内目途の取組≫



今後の進め方

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

簡素化

標準化

ＩＣＴ等
の活用

・ 提出時のルールによる手間
の簡素化
・ 様式・添付資料の簡素化

他

・ 変更届及び更新申請に
関する簡素化
・ 併設事業所・複数指定
を受ける事業所に関する
簡素化 他

・ 既存の取組
の周知

・ 既存システム
の現状把握
・ 早期にできる
対応の周知

・ 様式例の整備
・ ガイドライン、ハンドブック
等、効果的な周知方法
の検討 他

・ 既存システムの活用
可能性、行政手続の
オンライン化の動向を
踏まえ、ＩＣＴ化に
ついての方針を得る

中間取りまとめ▼

成果の反映

・ 検討結果に応じ
た対応（システム
改修等）

成果の反映

第8期介護保険事業計画第7期介護保険事業計画

・ 継続的な見直し

（随時又は定期に委員会を開催、取組及び検討状況のモニタリングを行う）
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